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Ⅳ おわりに 

長崎県の学校統廃合の推移と傾向、及び適正化

の動向を明らかにした。これまで長崎県において

は人口減少の進む離島部や郡部において、特に小

学校は早い段階から学校統廃合が進められていた。

そして近年では中学校も統廃合が進められるよう

になっている。これにより学校規模は一定の維持

（適正化）がなされている状況にある。 

この議論は都市部でも例外ではなくなりつつ

ある。県内の一部自治体を除き、比較的人口減少

の緩やかな自治体であっても、学校規模の維持は

難しくなりつつある。今後は離島、郡部だけの話

ではなくなるのである。学校規模という面での教

育環境の維持のためには今後も学校統廃合は継続

され、離島、郡部の地域のみならず県全体として

学校が消えていくことが予想される。 

最後に、学校統廃合及び適正化の施策を検討す

る上で留意すべきことを指摘したい。まず、今回

指摘したように学校統廃合は一時的には学校規模

の維持に有効である。しかし、人口減少の中、今

後の規模縮小は避けられない。よっていつまでの

効果を期待するか、そしてその後どうするかを考

慮した上で学校統廃合を進める必要がある。 

次の表は国立社会保障・人口問題研究所の発表

している将来推計人口（５～14 歳）のうち一部自

治体（D グループ）の 20 年後の実数と当該自治体

全域における１学年当たりの仮の人数を算定した

ものである。 

 

表７ ５-14 歳の人口及び１学年の児童・生徒数 

 
Ｈ27 H37 H47 1 学年 

小値賀町 132 84 68 8 人 

新上五島町 1490 874 578 64 人 

五島市 2799 1877 1355 150 人 

平戸市 2541 1784 1340 149 人 

対馬市 2882 2009 1469 163 人 

 

この数値から、20 年後のある程度の学校規模、

学級規模が想定できる。適正化を前提とするなら

ば市クラスの自治体でも２、３校学校を設置でき

るか否かというところまで進んでいく。当然なが

ら適正化は１校を生かすために数校を減らす施策

であるため、この段階で地域から相当数の学校が

消えている。学校規模を維持するという教育論そ

れ自体は正しいが、地域づくりの観点からは拠点

としての学校の喪失は危機である。これを踏まえ、

限界まで統廃合を進める前に、自治体には「地域

からどこまで学校を減らしてよいのか」という点

についての苦しい価値判断が求められる。 

 そして一方で今後制度論として議論すべきこと

は、教育という機能を学校のなくなる地域でいか

に残しうるかということである。現在の公教育モ

デルは自治体に負担を与え、そしてそれを前提と

した適正化は離島、郡部に葛藤を与える。これを

軽減するには例えば学校設置者の多様化、通信教

育やホームスクーリング等の実施を可能とし、自

治体が採用しうる政策オプションを多く用意する

以外にはない。このため多様な学校教育の存在を

可能とするための規制の緩和、撤廃を検討する必

要があろう。 

いよいよ地域から全く学校がなくなり希望が

なくなる段階ではなく、未来がある程度可視化さ

れている現在のうちに、未来を作るための次の段

階を検討することが不可欠である。 

 

 

【参考文献一覧】 

 

・国立社会保障・人口問題研究所（2013）『日本の

地域別将来推計人口―平成 22（2010）～52（2040）

年―（平成 25 年 3 月推計）』。 

・伊達木瀧之助（2007）「長崎県の人口と人口移動」

『調査と研究』第 38 号、1-28 頁。 

・長崎県（2013）『長崎県離島振興計画』。 

・長崎県（2014）『第二期長崎県教育振興基本計画

～長崎の明日を拓く人・学校・地域づくり～』。 

・長崎県教育委員会（1995）『平成 7 年度学校一覧』。 

・――（2000）『平成 12 年度学校一覧』。 

・――（2005）『平成 17 年度学校一覧・教育統計』。 

・――（2010）『平成 22 年度学校一覧・教育統計』。 

・――（2014）『平成 26 年度学校一覧・教育統計』。 

・長崎県教育委員会（2008）『公立小中学校の適正

規模についてのガイドライン―望ましい教育

環境整備のために―』。 

・長崎県教育委員会（2013）『宇久地区・奈留地区・

小値賀地区 平成 24 年度小中高一貫教育調査研

究報告書』。 

学校統廃合における教師の「感情」 
―長崎県立高校教員を対象として― 

 

畑中 大路 

（山口東京理科大学／助教） 

 
             Ⅰ はじめに 
             Ⅱ 研究対象および分析視座 
             Ⅲ 調査結果 
             Ⅳ おわりに 

 

Ⅰ はじめに 

少子化及び人口減少社会をむかえた現在、「学校

規模適正化」を謳い全国各地で学校統廃合がなさ

れている。この「学校規模適正化」および学校統

廃合は研究上も注目を集めるトピックであり、多

くの研究蓄積がなされている。 

先行研究を概観すると、二つの方向性を看取で

きる。一つは、「学校規模適正化」論争がいかにし

て起こり、また学校統廃合が進行する要因等は何

であるかについて、事例をもとに詳述した研究で

ある（井口 2004、葉養・西村 2009、屋敷 2003、

若林 1999、等）。学校統廃合は多くの場合、児童・

生徒数の現状や将来予測、当該地域の経済状況等

を勘案し、「全体最適」を志向して行われるもので

ある。しかし学校には、児童・生徒や保護者、地

域住民、卒業生など様々なステイクホルダーが存

在し、そこには「全体最適」では収集がつかない

多様な「感情」が存在する。それゆえ、一つの学

校が統廃合されるプロセスは必ずしも単純なもの

ではなく、様々な思いが折り重なり複雑な様相を

描く。 

二つは、学校統廃合によって生じる影響や課題

について記述・分析したものである。例えば浅川

（2012）や貞広（2007）は、学校統廃合がその当

事者である生徒に対しどのような影響をあたえる

（た）のかについて、生活意識や通学距離等の側

面から考察している。また、西村（2012）や株式

会社リベルタス・コンサルティング（2011）は地

域住民等の意識に着目し、その変容の様子を報告

している。 

上述のように、先行研究の多くは、学校統廃合

をめぐる当事者やステイクホルダーを取り上げた

うえで、彼/彼女らへ与える影響等を示し、今後の

統廃合実施へ資するエビデンスを提示するものが

多い。 

しかし、かかる先行研究では見落とされている

対象がある。それは教師の「感情」である。先行

研究からも読み取れるように、学校統廃合におい

ては、児童・生徒や保護者、地域住民、OB・OG 等

の様々な「感情」が渦巻く。その中で教育活動を

行う教師も様々な「感情」を抱くであろうことは

容易に想像がつくが、その様相は未だ十分に考察

されていない。 

労働における「感情」に照射する感情社会学は

（Hockshield 1983＝2000）近年、教育領域におい

ても着目されつつある。例えば日本教育経営学会

研究推進委員会では、1990 年代後半から断続的に

続く教育改革が、教師の「感情」に与える影響に

ついて検討している（金川 2011 等）。また、黒羽・

黒羽（2011）は、教師が選択する教育実践戦略と

しての「感情」に着目している。このように、教

師の「感情」を従属変数、独立変数として扱い（榊

原 2011）、当該事象の内実に迫る研究が徐々に増

加している。この「感情」という視座は、当事者

の様々な「感情」が渦巻き折り重なる学校統廃合

を分析するうえでも、活用可能なものと予想され

る。 

以上を踏まえ本稿では、学校統廃合に直面した

教師の「感情」に着目した分析を試みる。以下で

は、本稿の調査対象及び分析視座を確認し（Ⅱ）、

学校統廃合を経験した教員に対し行ったインタビ

ュー調査結果、および各種資料を参照しながら、

統廃合をめぐる教師の「感情」について探索的に

検討する（Ⅲ）。 
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Ⅱ 研究対象および分析視座 

１．研究対象 

本稿では、2000 年前半から続く「長崎県立高校

再編」を分析対象とする。 

長崎県は九州の中でも人口減少率が著しく、生

徒数も 1964 年をピークに減少し続けている。長崎

県ではこの生徒数減に対し、「学級減」による対応

を取ってきた。しかし今後更なる生徒減少期を迎

えるに当たり、これ以上の学級減を続けると「学

校行事や部活動など魅力的で活力ある教育が行い

にくい状況になる」、「教科・科目の開設に制限が

加わり多様な学習要望や進路希望に対応できにく

くなる」（長崎県教育委員会 2001：23）と懸念し、

県立学校・学科の適正配置が検討され始めた。こ

の再編基準としては、「１学年４～８学級（160～

320 人）」という数値が示されている。 

上記計画のもと具体的な再編対象が示されたの

が、「長崎県立高等学校教育改革第２次実施計画」

（2003 年 4 月 17 日）および「長崎県立高等学校

教育改革第４次実施計画」（2008 年 3 月 19 日）で

あった。本稿はこの、第２次実施計画で対象とな

ったＸ高校（2008 年３月閉校）、第４次実施計画

で対象となったＹ高校（2011 年３月閉校）に当時

在籍した教員に対しインタビュー調査を行い、ま

たＸ高校に在籍した教員による手記を用い分析を

試みる（表１、表２）。 

 

表１ インタビュー調査協力者の概要 

 閉校時 

在籍校 

閉校時 

職位 

閉校時勤務校数 

および経験年数 
現在 

Ａ氏 Ｘ高校 校長 
７校目 

（教育委員会勤務を除く） 

33 年目 
退職 

Ｂ氏 Ｘ高校 教諭 
２校目 

14 年目 

Ｋ高校 

教諭 

Ｃ氏 Ｙ高校 養護教諭 
２校目 

７年目 

Ｏ高校 

養護教諭 
 

 

表２ 資料における分析対象の概要（１） 

 
在籍校 

在籍時 

職位 
Ｘ高校在籍期間 

Ｄ氏 

Ｘ高校 

教頭 2004～2007年 

Ｅ氏 教諭 2003～2008年 

Ｆ氏 教諭 1990～2006年 

Ｇ氏 教諭 2005～2008年 

２．閉校決定までの変遷―Ｘ高校の場合 

本稿で取り上げるＸ高校・Ｙ高校はいずれも、

長崎県郡部に位置する小規模校であり、近隣に普

通科高校がある学校であった。このうちＸ高校は、

「様々な事情」を抱えた生徒を受け入れる学校と

しての性格も持ち合わせていた。 

 

Ｘ高校には中学時代に不登校だったり、人間

関係や学習面でつまずいた生徒も少なくありま

せん。けれども三年間の高校生活の中で、自己

を再認識し自信を取り戻し卒業していく生徒も

たくさんいます。(Ｘ高校同窓会長による、長崎新聞「みんなのひろば」

2003 年 4 月 28 日への寄稿より抜粋) 

 

それゆえＸ高校の閉校をめぐっては、保護者や

OB・OG を中心とした議論が過熱することとなる
（２）

。 

2003 年１月、長崎県教育委員会によって発表さ

れたＸ高校を含む七つの県立高校の統廃合方針を

受け、Ｘ高校の PTA や OB・OG を中心とした組織「Ｘ

高校を守る会」（以下、「守る会」と略記）が発足

する。2003 年 4 月 17 日には定例県教育委員会に

おいて閉校の決定がなされるが
（３）

、「守る会」は

この決定を受け、県内各地で存続運動を続けると

ともに、反対署名を集め始める。そして「守る会」

は約 37,000 名の署名を集め、Ｘ高校の閉校時期再

検討に関する請願書を県議会へ提出した。しかし

長崎県議会文教委員会は請願を採択せず、この段

階でＸ高校の閉校は完全に決定することとなる

（2003 年 7 月３日）。 

上述のような動きがあった 2003 年度、Ｘ高校に

新任校長として赴任したＡ氏は、当時の様子を以

下のように記している。 

 

「赴任からの一年間はこのような閉校問題に明

け暮れた感がある。存続を求める意見に対し一

定の理解や感謝の意を表しながら、挨拶や会話

においては県立学校長としての立場を堅持する

という、心苦しい場面もあった。」（Ａ氏 2006） 

 

上述したＸ高校における閉校決定の過程からは、

生徒、保護者、地域住民、OB・OG 等の様々な「感

情」が衝突する様子が看取できる。加えて、教師

も少なからずその衝突の渦に巻き込まれているこ

とがＡ氏の手記から読み取れよう。 
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３．調査手続き 
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保護者、地域など）」、③「閉校を知った際、どの

ような思いを抱き、生徒や保護者、地域住民にど

のように対応したか」の３点を中心に尋ねる半構

造化形式で行った。 

ただし本調査は試行的取り組みであることから、

十分な調査協力者数を確保できていない。そこで

調査協力者の不足に関しては、調査時に入手した

『Ｘ高校閉校記念誌』および「Ｘ高校ＰＴＡだよ

り」で補い、特に表２に記載した４名の教師によ

る手記を活用した。 

 

４．分析視座 

本調査は、「閉校をめぐる様々な感情が渦巻く中

で働く教師は、いかなる「感情」を抱くのか」を

リサーチクエスチョンとして設定し行うものであ

るが、学校統廃合で生じる「感情」には様々なも

のが想定しうる。この点について、組織マネジメ

ントにおける「感情」について考察した金井・高

橋（2008）は、「感情のマネジメントを考える際に

も、出発点としては「喜・悲・恐・怒・驚・嫌」

を中心に考えていくのがよい」（金井・高橋 2008：

７）と述べている。試行的取り組みである本調査

もひとまず上記視座を採用し、教師が抱く「感情」

の読み取りを行うこととする。 

 

Ⅲ 調査結果 

１．インタビュー結果の分析 

以下では、インタビュー調査結果を用いた分析

を試みる。まず、主たる質問「閉校を知った際、

どのような思いを抱き、生徒や保護者、地域住民

にどのように対応したか」へのＡ氏・Ｂ氏・Ｃ氏

の回答の一部を以下に列記する。 

 

Ａ氏：その時に、全職員に言ったことは、「ここは

県立高校だ」と。「設置者は県教委だ」と。

だから、県教委が県全体のことを考えて、

少子化のことを考えて、すべてを考えて最

終的に閉校すると、もし決めたのであった

ら、従うしかないじゃないかと。私は、淡々

として従うんだと。 

ただ、残せるものなら残してもらいたいと

か、そういう気持ちとは別だけど、少なく

とも、決まりましたとなれば、淡々として、

立派な学校のままといいますか、立派な学

校にして終わりたいと。そういうことを最

初に言いました。（2014.10.24）
（４） 

 

Ｂ氏：（閉校した年は）３年生だけでしたね。教員

もだいぶん減って、もう、いろんな荷物を

片づける。事務の先生たちの分もありつつ。

…難しいですね、同時並行で、いろいろ。

やっぱり、生徒も寂しいだろうし。 

でも、最後１年、３年生しかいなかったけ

ど、文化祭を盛り上げようって言って、生

徒会役員みんなで色々な企画をして、楽し

かった。紅白歌合戦したり。速飲み競争し

たり。今までにないようなことに全部チャ

レンジして。楽しかったですね。 

(2014.10.23) 

 

Ｃ氏：…生徒はどこにでもいるから。確かに、昔

のことに、感傷に浸りたくもなるけど、今、

目の前にいる生徒がね、助けを求めたりとか

しているので。目の前に向かっていくしかな

いのかなっていう。(2014.10.24) 

 

閉校決定時にＸ高校校長であったＡ氏は、生

徒・保護者・PTA・地域住民への対応に加え、管理

職としてＸ高校教師への説明も行わなければなら

ないという難しい立場にあった。よってＡ氏の語

りからは、一教師でありかつ校長という立場ゆえ

生じる、「悲」や「嫌」という複雑な「感情」の存

在が読み取れる。 
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Ｘ高校に教諭として在籍したＢ氏も、Ａ氏同様、

閉校に対する悲しみや寂しさを抱いている。しか

し一方で、閉校という現実を受け入れ教育活動に

あたる中で、生徒との間に「喜」に似た感情が芽

生えた様子も同時に窺える。 

Ｙ高校に勤務したＣ氏は、養護教諭という立場

上、周囲の教師とは異なる視点で生徒の様子や心

の悩みに寄り添っていた
（５）

。そのＣ氏もやはり、

閉校に対する「悲」という「感情」を抱きつつも、

一方でその悲しみの「感情」からは、諦めにも似

た複雑な様相が看取できる。 

 

２．各種資料からの分析 

以下ではインタビュー調査結果の分析を補足す

べく、『Ｘ高校閉校記念誌』、「Ｘ高校ＰＴＡだより」

のうち、特に表２に記載した４名の教師の手記を

もとに「感情」の読み取りを試みる。 

 

Ｄ氏：閉校を例えれば、住み慣れた実家が無くな

るようなものであるから、生徒にはさぞや

悲しいことだろうと思っていたが、「私にと

ってはＸ高校で生活している今が大切です」

と、言う生徒に接し、頼もしく感じた。 

（『Ｘ高校閉校記念誌』p.69） 

 

Ｅ氏：高校の閉校というのは、これから高校進学

を考える生徒にとっては選択肢が減るだけ

の話かもしれません。しかし、卒業生の皆

様方にとっては母校が無くなるという重大

事だと思います。Ｘ高校の場合は特に、多

くの卒業生が訪れる学校だけになおさらで

す。（『Ｘ高校閉校記念誌』p.73） 

 

Ｆ氏：三年前には、本校の廃校問題が突然浮上し

ました。 

教職員は突然の難問題に困惑し、途方にく

れました。 

（「Ｘ高校ＰＴＡだより」2006 年、p.３） 

 

Ｇ氏：これまで３学年担任を経験したことが無く、

この閉校という大切な行事をひかえ、閉校

することに対する悲しさや悔しさ、３学年

担任として不安や喜びの気持ちが入り交じ

り、複雑な心境で最後の１年間を過ごして

きました。（『Ｘ高校閉校記念誌』p.74） 

 

手記という性格上、その本意を知ることは困難

である。しかしそれでもなお、上記記述からは、

閉校に直面した教師が抱く多様な「感情」を垣間

見ることができる。 

Ｄ氏の手記からは、統廃合を契機として生じた

「恐」やそれに伴う「驚」とともに、前述したＢ

氏同様、「喜」の「感情」を読み取ることができる。

一方、Ｅ氏やＦ氏の手記からは、閉校への戸惑い

とともに、その事態への「悲」という「感情」、そ

してこれまでの卒業生への配慮や統廃合という選

択を取らざるを得ない現実への「怒」を読み取る

ことができる。またＧ氏の手記からは、初めての

３学年担任への期待や不安に閉校という事実が重

なり、「喜」や「悲」、「嫌」という様々な「感情」

が織りなす様相が看取できる。 

 

３．小括 

３名の調査協力者へのインタビュー調査、およ

び各種資料をもとに試行的な分析を行った結果、

閉校に直面した教師の様々な「感情」の様相が看

取できた。これはすなわち、学校統廃合に関する

従属変数としての教師の「感情」の存在を示すも

のといえる。 

そしてここで、二つの新たな問いが浮上する。

一つは、「従属変数」として生じた「感情」を、教

師はいかにしてコントロールしているのかという

問いである。これは「組織のなかに遍在する感情

の問題について、人は感情をどのようにマネジメ

ント（管理）する必要があるのか」（金井・高橋 

2008:5）という、「感情管理」への着目である。 

もう一つは、学校統廃合における従属変数とし

ての「感情」が存在するのであれば、「独立変数」

としての「感情」も存在しうるのかという問いで

ある。例えば黒羽・黒羽（2011）は、教師が自己

の感情を「戦略的行為」として操作し、教育活動

にあたる様子を考察している。ステイクホルダー

の様々な「感情」が渦巻く学校統廃合においても

同様に、教師は自身の「感情」を操作し、「戦略的

行為」にまで仕立て上げることが可能なのであろ

うか。 

本稿では調査設計の限界上、上記二点について

考察することはできない。しかし今後、人口減少
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ました。 

教職員は突然の難問題に困惑し、途方にく

れました。 

（「Ｘ高校ＰＴＡだより」2006 年、p.３） 

 

Ｇ氏：これまで３学年担任を経験したことが無く、

この閉校という大切な行事をひかえ、閉校

することに対する悲しさや悔しさ、３学年

担任として不安や喜びの気持ちが入り交じ

り、複雑な心境で最後の１年間を過ごして

きました。（『Ｘ高校閉校記念誌』p.74） 

 

手記という性格上、その本意を知ることは困難

である。しかしそれでもなお、上記記述からは、

閉校に直面した教師が抱く多様な「感情」を垣間

見ることができる。 

Ｄ氏の手記からは、統廃合を契機として生じた

「恐」やそれに伴う「驚」とともに、前述したＢ

氏同様、「喜」の「感情」を読み取ることができる。

一方、Ｅ氏やＦ氏の手記からは、閉校への戸惑い

とともに、その事態への「悲」という「感情」、そ

してこれまでの卒業生への配慮や統廃合という選

択を取らざるを得ない現実への「怒」を読み取る

ことができる。またＧ氏の手記からは、初めての

３学年担任への期待や不安に閉校という事実が重

なり、「喜」や「悲」、「嫌」という様々な「感情」

が織りなす様相が看取できる。 

 

３．小括 

３名の調査協力者へのインタビュー調査、およ

び各種資料をもとに試行的な分析を行った結果、

閉校に直面した教師の様々な「感情」の様相が看

取できた。これはすなわち、学校統廃合に関する

従属変数としての教師の「感情」の存在を示すも

のといえる。 

そしてここで、二つの新たな問いが浮上する。

一つは、「従属変数」として生じた「感情」を、教

師はいかにしてコントロールしているのかという

問いである。これは「組織のなかに遍在する感情

の問題について、人は感情をどのようにマネジメ

ント（管理）する必要があるのか」（金井・高橋 

2008:5）という、「感情管理」への着目である。 

もう一つは、学校統廃合における従属変数とし

ての「感情」が存在するのであれば、「独立変数」

としての「感情」も存在しうるのかという問いで

ある。例えば黒羽・黒羽（2011）は、教師が自己

の感情を「戦略的行為」として操作し、教育活動

にあたる様子を考察している。ステイクホルダー

の様々な「感情」が渦巻く学校統廃合においても

同様に、教師は自身の「感情」を操作し、「戦略的

行為」にまで仕立て上げることが可能なのであろ

うか。 

本稿では調査設計の限界上、上記二点について

考察することはできない。しかし今後、人口減少

の進展に伴った更なる高校再編が想定されること

から
（６）

、学校統廃合における教師の「感情」は検

討を加えるべきテーマであると言えよう。 

 

Ⅳ おわりに 

本稿では、学校統廃合における教師の「感情」

に着目し検討を行った。その結果、閉校を意識し

ながら教育活動を行う教師が抱く様々な「感情」

の様相を窺い知れた。しかし、本調査は試行的な

ものであり、課題も多い。以下、本稿の課題を４

点述べ、稿を閉じたい。 

１点目の課題は調査対象選定の困難性である。

今回は長崎県を対象に調査を行ったが、長崎県で

は戦後から現在に至るまで、閉校した高校数は少

なく、十分な調査対象数を確保するのが困難であ

る。もちろん、調査対象を全国へと拡大するので

あれば数の確保はできるであろうが、それととも

に対象の幅も広がり、統廃合の背景や文脈も多様

になる。よっていずれにせよ、対象選定に慎重に

ならざるをえないことは変わりない。 

２点目は１点目の課題に派生するものであるが、

調査対象の少なさゆえ対象の特定が容易になり、

調査自体が困難になる点である。学校統廃合にお

ける教師の「感情」は非常にセンシティブな内容

であり、調査意図の説明・了解は必須である。今

回は高校校長であるＺ氏を介した調査依頼が可能

であり比較的スムーズに調査を行うことができた

が、今後同様の調査を行ううえでは協力者とのラ

ポール構築が必要となる。また同時に、データ収

集後においても、倫理上の配慮や確認が不可欠で

あることは論を俟たない。 

３点目は知見の一般化についてである。本稿で

示したように、学校統廃合の「従属変数」として

の教師の「感情」には様々なものがある。また、

その「感情」にも、当該学校への在籍年数や職位、

出身地（校）等により温度差があることも想定さ

れる。一般化可能な知見産出の可否については検

討の余地がある。 

４点目は調査の実施時期に関してである。今回

は、閉校から６年が経過したＸ高校と、３年が経

過したＹ高校に勤務した教員へ調査を行ったが、

すでに記憶は薄れがちになっていた。しかしセン

シティブな内容であるため、閉校直前・直後では

調査自体が困難であろう。それゆえ、どのタイミ

ングで調査を行うことが妥当であるのか、他の課

題と合わせて検討する必要がある。 

 

 

【注】 

 

（１）『Ｘ高校閉校記念誌』における「旧職員一覧」

（pp.81-82）をもとに作成。 

（２）これは近年の義務制学校の統廃合において、

「紛争」が減少しつつあると報告した新藤

（2014）とは異なる傾向であるといえる。 

（３）この定例教育委員会は荒れた様子であった

ことが当時の新聞記事から窺える。（「傍聴

席に飛び交う怒号 一方的な決定許せぬ 教

育の機会均等奪う 結論ありきの委員会」

（2003年 4月18日長崎新聞24面見出し）） 

（４）調査結果への下線は筆者による。また、イ

ンタビュー末の（ ）は調査実施日をさす。

以下同様。 

（５）Ｙ高校では生徒が頻繁に保健室に訪れ、Ｃ

氏へ不安や悩みを打ち明けていたという。 

Ｃ氏：保健室の利用は多かったですね。他

の先生たちも、保健室に期待してい

るところっていったら「そういう子

たちの受け皿に」みたいなところが

あって。生徒たちには、やっぱりこ

こ（＝保健室）しかないんだよなっ

て。家庭的にも大変だし、愛情不足

の子たちも結構多くてですね。 

（214.10.24） 

（６）例えば、本稿が対象とする長崎県において

も、「複数の学校を統合するなどして適正な

学校規模に近づけることとし、対象校や実

施時期、学校の形態などを含め、今後具体

的な計画を策定し再編整備を図る」（長崎県

教育委員会 2009：14）との新たな方針が提

示されている。 
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